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9.1.6 廃棄物 

(1) 現況調査 

1) 調査事項及びその選択理由 

調査事項及びその選択理由は、表9.1.6-1に示すとおりである。 

表 9.1.6-1 調査事項及びその選択理由 

調査事項 選択理由 

①建設廃棄物の状況及びその取組 
②一般廃棄物の状況及びその取組 
③過去大会における廃棄物発生状況等 
④東京 2020 大会における取組 
⑤法令等の目的、方針、基準等 
⑥東京都等の計画等の状況 

東京2020大会の開催に伴い発生する廃
棄物に対する取組が重要であることか
ら、左記の事項に係る調査が必要であ
る。 

 

2) 調査地域 

調査地域は、全競技会場等の範囲とし、特に競技会場等が集中している東京都とした。 

 

3) 調査方法 

調査は、既存資料調査によった。 

東京 2020 大会の競技会場等の整備における廃棄物については、施設の建設に伴う廃棄物及

び施設等の持続的稼働に伴う廃棄物の排出量及び再利用量並びに処理・処分方法等を個別会場

の実施段階環境影響評価として実施してきた。 

本評価書では、仮設会場1及びオーバーレイ2（以下、仮設施設という。）の設置・撤去に伴う

廃棄物の排出量及び再利用量並びに処理・処分方法等を把握するために必要な事項として、「ア．

建設廃棄物の状況及びその取組」、大会開催中の大会運営等で発生する廃棄物の排出量及び再

利用量並びに処理・処分方法等を把握するために必要な事項として、「イ．一般廃棄物の状況

及びその取組」を調査し、「ウ．過去大会における廃棄物発生状況等」を踏まえ、仮設施設の

設置・撤去及び大会開催中の廃棄物に対する取組として「エ．東京 2020 大会における取組」

等を調査した。 

 

ア．建設廃棄物の状況及びその取組 

調査は、以下の資料から建設廃棄物の発生量及び再資源化の状況を整理した。 

・「建設副産物実態調査結果」（平成 12、14、17、20、24、30 年度 国土交通省総合政策

局） 

・「建設リサイクル 持続的な都市の発展のために」（平成 31 年３月 東京都） 

・「東京都資源循環・廃棄物処理計画」（平成 28 年３月 東京都環境局） 

 

イ．一般廃棄物の状況及びその取組 

調査は、以下の資料から一般廃棄物の発生量及び再資源化の取組の状況等を整理した。 

・「東京都統計年鑑」（東京都ホームページ） 

・「東京都環境白書 2019」（2019 年（令和元年）10 月 東京都） 

 
1 仮設会場：主な仮設会場は、有明体操競技場、有明アーバンスポーツパーク、お台場海浜公園、潮風公園、青海ア

ーバンスポーツパーク、海の森クロスカントリーコース、陸上自衛隊朝霞訓練場及び釣ヶ崎サーフィンビーチ 

2 オーバーレイ：大会会場に追加されるもので、大会運営上、大会期間中だけ一時的に付加されるものをいう。（運営

用のプレハブ、テント、放送用照明、仮設インフラ等） 
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・「「３つのシティ」の実現に向けた政策の強化（2019 年度）～2020 年に向けた実行プラ

ン～」（平成 31 年１月 東京都） 

・「東京都資源循環・廃棄物処理計画」（平成 28 年３月 東京都環境局） 

・「都庁プラスチック削減方針」（東京都ホームページ） 

・「プラスチック削減プログラム」（2019 年 東京都環境局） 

 

ウ．過去大会における廃棄物発生状況等 

調査は、以下の資料の整理によった。 

・「2012 年ロンドンオリンピック・パラリンピック開催後サステナビリティ・レポート 変

化のレガシー」（2012 年 12 月 2012 年ロンドンオリンピック・パラリンピック） 

 

エ．東京 2020 大会における取組 

調査は、以下の資料の整理によった。 

・「東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会持続可能性に配慮した運営計画 第

二版」（平成 30 年６月 組織委員会） 

・「持続可能性進捗状況報告書」（平成 31 年３月 組織委員会） 

・「持続可能性大会前報告書」（2020 年４月 組織委員会） 

 

オ．法令等の目的、方針、基準等 

調査は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）、資源の有効な利

用の促進に関する法律（平成３年法律第48号）、循環型社会形成推進基本法（平成12年法律

第110号）、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律(建設リサイクル法)（平成12年

法律第104号）、食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律(食品リサイクル法)（平成

12年法律第116号）、食品ロスの削減の推進に関する法律（令和元年法律第19号）、容器包装

に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成７年法律第112号）、東京都廃棄

物条例（平成４年東京都条例第140号）の法令等の整理によった。 

 

カ．東京都等の計画等の状況 

調査は、「都民ファーストでつくる「新しい東京」～2020 年に向けた実行プラン～」（平成

28 年 12 月東京都）、「「３つのシティ」の実現に向けた政策の強化（2019 年度）～2020 年に

向けた実行プラン～」（平成 31 年１月 東京都）、「建設リサイクル推進計画 2014」（平成 26

年９月 国土交通省）、「東京都資源循環・廃棄物処理計画」(平成 28 年３月東京都)、「東京

都建設リサイクル推進計画」（平成 28 年４月東京都）、「東京都建設リサイクルガイドライン」

（平成 30 年４月東京都）、「一般廃棄物処理基本計画」（平成 27 年２月東京二十三区清掃一

部事務組合）の計画等の整理によった。 
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4) 調査結果 

ア．建設廃棄物の状況及びその取組 

東京における建設工事から発生した建設廃棄物の状況は、表 9.1.6-2 及び図 9.1.6-1 に示

すとおりである。 

2018 年度(平成 30 年度)における建設廃棄物の発生量は、総量で 11,149.7 千 t であり、品

目別ではコンクリート塊が最も多く、次いで建設汚泥、アスファルト・コンクリート塊が多

くなっている。再資源化率でみると、コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊が 99％

を超えた値となっており、建設発生木材も 98％を超えている。建設混合廃棄物の再資源化率

については約 60～80％であり、他の品目と比べて低くなっている。 

表 9.1.6-2 東京都の建設廃棄物の発生状況（平成 30 年度） 

単位：千 t 

品目 

建設工事全体 都関連工事

発生量 
現場内 

利用量 

現場内 

減量化量 

搬出量 

再資源化等率 再資源化等量 
最終処分量 

再資源化量 減量化量 

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 4,024.3 290.1 0.0 3,720.3 0.0 13.9 99.6% 99.6% 

ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 1,987.2 14.0 0.0 1,971.1 0.0 2.1 99.9% 99.9% 

建設発生木材  424.0 25.0 0.0 392.2 3.0 3.9 99.0% 98.3% 

建設汚泥 3,748.3 1,149.8 0.3 2,342.2 250.0 6.0 99.8% 90.2% 

建設混合廃棄物 554.7 0.0 0.0 350.2 87.4 117.0 78.9% 63.1% 

その他 411.2 0.6 0.0 365.8 16.8 28.0 93.2% 89.1% 

合計 11,149.7 1,479.5 0.3 9,141.8 357.2 170.9 98.2% 94.5% 

注 1）建設発生木材には、伐木材・除根材等を含む。 

注 2）再資源化等率は、右記の式にて算出。  再資源化等率＝再資源化等量÷搬出量 

注 3）都関連工事とは、発注区分が都道府県の公共土木となっている工事のうち、工事場所が東京都のものを示す。 

出典：「平成 30 年度建設副産物実態調査結果」（国土交通省総合政策局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 1）建設発生土を除く。 

注 2）平成 12 年度及び平成 14 年度は、（再利用量+中間処理減量）/（再利用量+中間処理減量+最終処

分量）の集計結果、平成 17 年度、平成 20 年度、平成 24 年度及び平成 30 年度は、（再資源化量+

減量化量）/（搬出量）の集計結果を示す。 

出典：「建設副産物実態調査結果」（国土交通省総合政策局） 

図 9.1.6-1 東京都における建設廃棄物（建設工事全体）の再資源化等率の推移 
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東京都では、建設リサイクルの計画、それに基づく業務を実行することで建設リサイクル

の仕組み（PDCA：Plan-Do-Check-Action）を構築する取組を行っている。東京都の建設リサ

イクルの取組は、表 9.1.6-3 に示すとおりである。 

表 9.1.6-3 東京都の建設リサイクルの取組 

PLAN 
建設リサイクルを推進するための計画の作成 
（「建設リサイクル推進計画」（平成 28 年４月 東京都）） 

DO 

計画を具体的に進めるための手引の作成、実行 
（「東京都建設リサイクルガイドライン」（平成 30 年４月 東京都）） 
環境に優しい資材の利用 
（「2019 年度東京都環境物品等調達方針（公共工事）」（2019 年４月 東京都）） 

CHECK 
新たな課題や計画の評価 
（「東京都建設リサイクルガイドライン」（平成 30 年４月 東京都）、「2019 年度
東京都環境物品等調達方針（公共工事）」（2019 年４月 東京都）等） 

ACTION 検証を踏まえて新たな計画を策定 
出典：「建設リサイクル 持続的な都市の発展のために」（平成 31 年３月 東京都） 

 

また、「東京都資源循環・廃棄物処理計画」（平成 28 年３月 東京都環境局）では、主要

な施策として、表 9.1.6-4 を実施していくものとしている。 

表 9.1.6-4 資源利用と廃棄物処理に係る主要な施策（建設廃棄物） 

建築物の長
寿命化 

一定規模の建築物の新築・増築に際して、「建築物環境計画書制度」や「マンシ
ョン環境性能表示」の中で建物の長寿命化について評価する仕組み等を通じて、
建物の長寿命化に取り組んでいる。 

建設工事に
おけるエコ
マテリアル
の利用促進 

持続可能な木材利
用 

建設工事等に伴う型枠用合板に対する国産材や森林認証木
材の利用を促進し、違法伐採木材・非持続可能な木材の排除
を行う。 

再生資材等の利用
促進 

再生砕石・再生骨材コンクリートの利用促進 
建設泥土改良土の利用促進 
最終処分場の延命化に資するエコセメント等の利用促進 

出典：「東京都資源循環・廃棄物処理計画」（平成 28 年３月 東京都環境局）をもとに建設廃棄物に係るものを抽

出 
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イ．一般廃棄物の状況及びその取組 

東京都におけるごみ（一般廃棄物）排出量の状況は、図 9.1.6-2 に示すとおりである。 

1960 年代から 1970 年代後半にかけては高度経済成長期であり、ごみ量も急激に増加して

いた。近年では、家庭ごみ有料化、資源回収等の取組により、人口の増加にもかかわらず、

ごみ排出量は減少傾向に転じている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）1975（昭和 50）年度までは区部のみ、1976（昭和 51）年度からは区部、市部、郡部、島部の合計値である。 

1986（昭和 61）年度から、区部のごみ量の表示単位が、清掃車の積載容量に基づく清掃トンから、計量値をもとに

した重量トンに変更された。なお市郡島部については、一部を除き重量トン表示である。 

出典：「東京都統計年鑑」（2021 年２月１日参照 東京都ホームページ） 

http://www.toukei.metro.tokyo.jp/tnenkan/tn-index.htm 

図 9.1.6-2 東京都におけるごみ排出量の推移 

 

一般廃棄物は、その性状と処理の方法から、可燃ごみ、不燃ごみ、粗大ごみ、分別収集に

より直接再資源化される資源ごみ、持込ごみ、集団回収ごみに大別されるが、可燃ごみが全

体の約 51％（2017 年度（平成 29 年度））を占めている。都内の一般廃棄物の種類別排出量

は、図 9.1.6-3 に示すとおりである。東京都区部では、1997 年(平成９年)の江戸川清掃工場

の稼働により、可燃ごみの全量焼却を達成した。これにより、生ごみを直接埋立処分場に埋

め立てることがなくなり、処分場に埋め立てる廃棄物の減容化とともに、処分場での悪臭や

火災の発生率、ハエ、ネズミなどの害虫が減少した。 

 

出典：「東京都環境白書 2019」（令和元年 10 月 東京都） 

図 9.1.6-3 都内の一般廃棄物の種類別排出量 
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一般廃棄物を適正に処理する責任は、原則として区市町村にある。一般廃棄物の処理の流

れは、図 9.1.6-4 に示すとおりであり、各区市町村では、ごみの種類ごとに収集する曜日と

エリアを定めて収集を行っている。また、リサイクル推進のため、びん、缶、古紙、ペット

ボトル等の資源ごみの回収を行っている。 

 

 
出典：「東京都環境白書 2019」（令和元年 10 月 東京都） 

図 9.1.6-4 一般廃棄物処理の流れ 

 

近年では、資源制約と社会構造の変化を踏まえて、プラスチックごみ対策の推進や食品ロ

スの削減などの更なる取組が必要とされており、「「3 つのシティ」の実現に向けた政策の強

化（2019 年度）」では、2020 年に向けた主な政策展開として、表 9.1.6-5 を実施していくも

のとしている。 

 

表 9.1.6-5 2020 年に向けた主な政策展開（持続可能な資源利用の推進） 

持続可能な資源利用の推進 
 ワンウェイ（使い捨て）プラスチック削減に向け、シンポジウムや新聞広告等のキャンペーン

やアンケート調査を実施 
 プラスチックの３Ｒの推進に資する革新的な事業スキームを持つ民間企業等と協働し、新たな

ビジネスモデルを構築 
 廃プラスチックの不適正処理を未然に防止し、適正なリサイクルを推進するため、関係団体等

と連携した情報共有体制の構築、排出事業者等への情報提供・相談対応などを実施 
 東京都立産業技術研究センターにおいて、プラスチック代替素材を活用した製品の開発を支援

し、成果等を発信 
 「食品ロス削減・東京方式」の確立に向け、自主的な削減行動を後押しする削減行動の対策集

も含め、核となる「食品ロス削減行動プラン（仮称）」を策定 
 オフィスビルや商業施設から排出される事業系廃棄物について、実証実験を通じて、更なる３

Ｒを促進 
 使用済太陽光発電設備の３Ｒを推進する仕組みの構築に向けた調査・検討を実施。あわせて、

大学と連携し、使用済太陽光パネル高度循環利用に係る研究を展開 
 個人の行動変容を促す「チームもったいない」の取組への共感と行動を広げるため、普及啓発

を促進 
出典：「「３つのシティ」の実現に向けた政策の強化（2019 年度）～2020 年に向けた実行プラン～」（平成 31 年１月 東

京都） 



9.1 全体計画 9.1.6 廃棄物 

- 337 - 

「東京都資源循環・廃棄物処理計画」（平成 28 年３月 東京都環境局）では、2030 年に向

けて東京の資源循環・廃棄物処理が目指すべき姿として、 

「持続可能な資源利用への転換」 

「良好な都市環境の次世代への継承」 

を目指すとしており、主要な施策として、表 9.1.6-6 を実施していくものとしている。 

表 9.1.6-6 資源利用と廃棄物処理に係る主要な施策（一般廃棄物） 

食品ロスの
削減 

フードバンク団体や食品を提供する企業と積極的に連携し、フードバンク活動
の促進を図る。 
外食事業者と連携した、小盛り、少人数用メニュー等の食べきりを推奨する取

組の支援や流通段階の商習慣等による食品ロスの削減、家庭、店舗等における消
費期限前の食材を効果的に消費する取組等について、先駆的企業、九都県市、区
市町村、NGO/NPO 等と連携し推進する。 
家庭での食べ残しや使用されずに廃棄される食品の削減、学校給食や社員食堂

での取組の工夫、非常用備蓄食品の廃棄処分回避など、食品ロス削減に向けた取
組に関する普及啓発を行う。 

使い捨てラ
イフスタイ
ルの見直し 

周辺自治体と連携し、容器包装廃棄物の削減に取り組むとともに、都内で行わ
れる大規模イベント時にリユース容器の使用等を促す「ガイドライン」を作成す
ることなどにより、区市町村や事業者と協力して使い捨て型製品の使用を抑制す
る。 
都内の全区市町村、販売事業者団体等、NGO/NPO とのネットワークを構築し、

レジ袋の有料化など具体的な取組に関する協定の締結やモデル事業の実施等を
通じて協働する。 
リデュースやリユースの取組等により、都民のライフスタイルの転換を促す機

運を高めるよう、広報・普及に取り組む。 

紙資源のロ
スの削減 

事業系一般廃棄物を削減する観点からも、紙資源の使用に関する意識啓発が必
要であり、チラシ、ダイレクトメールなどの発生抑制を促すなど、森林資源から
作られる紙の発生抑制等に関する意識啓発を行う。 

家庭ごみの
有料化 

現在、都内では 22 市４町の自治体が家庭ごみを有料化している。 
家庭ごみ有料化未実施の区市町村に対し、ごみ減量に有効な手法の一つとし

て、家庭ごみ有料化に向けた議論を促進する。 
区市町村の
リサイクル
の取組促進 

容器包装リサイクル、小型家電リサイクル、雑紙のリサイクル等、各区市町村
の取組を尊重しつつ、共通する課題について情報を共有しながら更なる資源化の
検討を促進する。 

最終処分場
の延命化 

焼却灰のリサイクル促進として、焼却灰の溶融スラグ化、エコセメント化によ
り、最終処分量の大幅な削減を行う。 

出典：「東京都資源循環・廃棄物処理計画」（平成 28 年３月 東京都環境局）をもとに一般廃棄物に係るものを抽

出 
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また、ゼロウェイスティング東京3に向けて、東京都では、ワンウェイプラスチック削減等

にも率先的に取り組むため、表 9.1.6-7 に示す「都庁プラスチック削減方針」を策定した。 

基本原則は、使い捨て型の資源利用を見直し、必要性の低いワンウェイプラスチックの使

用を削減して、繰り返し使用できるものの利用を推進することとしている。プラスチックの

使用が避けられない場合、廃プラスチックが発生した場合のそれぞれで、対応に優先順位を

付けており、当面の目標として、2020年度（令和２年度）までに東京都主催のイベントにお

ける使い捨てプラスチックカップの原則使用禁止を目指すこととしている。 

表 9.1.6-7 都庁プラスチック削減方針の概要 

 
出典：「都庁プラスチック削減方針」（2021 年２月１日参照 東京都ホームページ） 

http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/resource/recycle/single_use_plastics/policy.html 

 

 
3 「環境先進都市・東京に向けて」（平成30年10月 東京都）で掲げられており、東京都が目指している、資源を無駄

にしない持続可能な都市のこと。 
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東京都は2019年12月に「プラスチック削減プログラム～プラスチックの持続可能な利用に

向けて～」を公表し、2050年CO2実質ゼロ、海洋プラスチックゼロの持続可能なプラスチック

利用を目指すこととしている。プラスチック削減プログラムの概要は、表9.1.6-8に示すと

おりである。 

表9.1.6-8 プラスチック削減プログラムの概要 

□プラスチックの持続可能な利用に向けたロードマップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□2030 年目標の達成に向けた主な施策 

 使い捨てを徹底的に見直し、 リユースを基調とした社会へ 
・使い捨てプラスチックに依存しない新たなビジネスモデルの促進 等 
 循環的利用の高度 
・区市町村によるプラスチック製容器包装の分別収集拡大の促進 
・３Ｒアドバイザーが業務系ビルの分別・リサイクルを促進 
・ペットボトルのボトル to ボトルの推進 
 廃プラスチックの国内循環利用促進のための緊急対策 
・廃プラスチックリサイクル市場のひっ迫に対応、不法投棄等の防止のため、業界団体と連携し、新
たな資源循環ルートの構築を推進 

 TOKYO 海ごみゼロアクション、焼却・熱回収からの転換 等 

□施策の進め方 

 東京 2020 大会を契機として 
・使い捨てプラスチック削減と高度で質の高いリサイクルを推進 

 パートナーシップ、国際的な連携 
・「チームもったいない」での連携、都内企業・大学との連携 
・スポ GOMI in Asia 開催 等 

 ルールづくり、革新的な技術・ビジネスモデルの導入促進 
出典：「プラスチック削減プログラム」（2019 年 東京都環境局） 
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ウ．過去大会における廃棄物発生状況等 

過去大会における廃棄物の発生状況は、表 9.1.6-9(1)及び(2)に示すとおりである。2012

年ロンドン大会では、会場の設営・撤去に伴う廃棄物等として約６万 t、大会運営活動に伴

う廃棄物等として約１万 t 程度とされている。再利用、再資源化などにより直接「埋立て」

した廃棄物はない。 

表 9.1.6-9(1) 2012 年ロンドン大会における廃棄物の発生状況等 
（会場の設営・撤去：2012 年 1 月 1日～10 月 31 日） 

方 法 量（t） 構成比 

合計 60,669 t   

再利用 27,220 t 45 ％ 

再資源化 32,963 t 54 ％ 

回収 エネルギー回収 461 t 0.8 ％ 

処理（有害物質） 25 t 0.04 ％ 

埋立て 0 t 0 ％ 

全廃棄物のうち、再利用・再資源化された割合   99 ％ 

出典：「2012 年ロンドンオリンピック・パラリンピック開催後サステナビリティ・レポート 変化のレガ

シー」（2012 年 12 月 2012 年ロンドンオリンピック・パラリンピック） 

表 9.1.6-9(2) 2012 年ロンドン大会における廃棄物の発生状況等（会期中の運営活動） 

方 法 量（t） 構成比 

合計 10,173 t   

再利用 1,716 t 17 ％ 

再資源化 2,908 t 29 ％ 

堆肥化 1,706 t 17 ％ 

回収 エネルギー回収 3,795 t 37 ％ 

その他回収 48 t 0.5 ％ 

処理（有害物質） 0.003 t 0 ％ 

焼却 0.3 t 0 ％ 

埋立て 0 t 0 ％ 

全廃棄物のうち、再利用・再資源化・堆肥化された割合   62 ％ 

出典：「2012 年ロンドンオリンピック・パラリンピック開催後サステナビリティ・レポート 変化のレガ

シー」（2012 年 12 月 2012 年ロンドンオリンピック・パラリンピック） 
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エ．東京 2020 大会における取組 

「持続可能性進捗状況報告書」（平成 31 年３月 組織委員会）によると、東京 2020 大会

では、Zero Wasting(資源を一切ムダにしない)を大目標と定め、サプライチェーン全体で資

源をムダなく活用し、資源採取による森林破壊・土地の荒廃等と、廃棄による環境負荷をゼ

ロにすることを目指している。 

東京2020大会では、資源管理について、図9.1.6-5に示す優先順位の考え方で取り組み、

インプットの段階から資源の有効活用・廃棄物の削減を意識するとともに、環境中への排出

を最小化すべく、アウトプットの段階で適切な対応をとることとしている。 

大会開催中にインプットとなる資源としては、表9.1.6-10に示すとおり、「飲食材」「容器

類」「オフィス用品」「レンタル品」「購入物品」が予定されている。 

これらは、大会での消費や利用、大会使用が予定されており、その量は、過去のオリンピ

ック・パラリンピック競技大会を参照すると、約１万トン程度と想定される。 

 

 

出典：「東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会持続可能性に配慮した運営計画 第二版」 

（平成30年６月 組織委員会） 

図9.1.6-5 資源管理分野における優先順位の考え方 
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表 9.1.6-10 大会に関わる資源の主要な流れ（大会開催中） 

区 分 インプット 利用・使用 アウトプット 

消耗品系 
（主に運営時廃棄物となる） 

飲食材 

大会での
消費/利用 

再生利用（食品・紙など） 

容器類（ペットボト
ル、缶、プラ類など） 

熱回収（燃料化、発電、
熱としての利用） 

オフィス用品（紙、
文具類） 

処分（焼却・埋立等） 

備品・資機材系 
（主に調達物品） 

レンタル品 大会使用 レンタル元に返却 

購入物品（梱包材含
む） 

大会使用 

買戻し特約 

再使用（売却、贈与、修
理し再使用など） 

再生利用（金属など） 

熱回収（燃料化、発電、
熱としての利用） 

処分（焼却・埋立等） 

資料：「東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会持続可能性に配慮した運営計画 第二版」 

（2018年６月 組織委員会） 

 

(ｱ) 食品ロス削減 

東京 2020 大会における飲食サービスの基本的考え方を示した「東京 2020 大会 飲食提

供に係る基本戦略」（2018 年３月）において、食品ロスの削減の取組として、食品廃棄物

抑制の重要性について意識啓発をするとともに、ポーションコントロール等の食品廃棄物

の抑制に効果的かつ実行可能な取組の推進、ICT 技術も活用した飲食提供数の予測に最大

限取り組むこととしている。さらに今後の参考となることを期待し、食品廃棄物の計量と

見える化に可能な限り取り組むこととしている。 

(ｲ) 容器包装等削減 

不要な容器包装材や使い捨て製品については使用を控えるなど、容器包装廃棄物等の発

生抑制の取組を進める。組織委員会の調達においては、「東京都グリーン購入ガイド（2020

年度版）」（令和２年４月 東京都）等に対応した簡易な容器包装等、再生利用のし易さ及

び廃棄時の環境負荷低減への配慮等を求める。とりわけ、一度使用して廃棄されるワンウ

ェイ（使い捨て）のプラスチック容器包装・製品については、海洋ごみによる生態系への

影響等が懸念され、世界的にも対策が進んでいる。国内では、「プラスチック資源循環戦

略」（令和元年５月）が策定され、プラスチック資源循環や海洋プラスチック対策等が重

点戦略として進められている。また、東京都では、「プラスチックの持続可能な利用に向

けた施策のあり方について 最終答申」（令和元年 10 月８日 東京都廃棄物審議会）にお

いて、東京 2020 大会を機とした取組として、東京都は、ワンウェイプラスチックの削減、

会場等で排出される廃棄物の分別徹底及び廃プラスチック等の材料リサイクル等に取り

組むべきであり、大会期間中は会場に限らず、道路管理者や区市町村・事業者とも連携し、

大会前からごみの散乱防止とポイ捨て禁止を普及啓発する必要があるとされている。 

東京 2020 大会においては、中央区晴海に設置予定の選手村のダイニングで、繰り返し

使用可能なスプーン・フォーク等のカトラリーの導入や一部リユース可能な食器の導入を

計画する。また、各競技会場におけるワークフォース（東京 2020 大会に従事する有給ス

タッフ、ボランティア、請負事業者）への食事提供に当たって、弁当がらが発生する場合

には、組織委員会と東京都で連携し、マテリアルリサイクル（リサイクル施設において、

破砕、洗浄され、ポリエチレン、ポリプロピレン等のプラスチック材料毎に自動選別され

た上で、再生プラスチック製品に生まれ変わる。）に取り組む。都外の会場においても、
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可能な限り焼却による熱回収を進める。 

競技会場における海洋プラスチックの流出防止対策として、江の島ヨットハーバーでは

神奈川県において、海洋プラスチックごみ回収装置（Seabin（シービン））が２基導入さ

れた。 

(ｳ) 調達物品の再使用（レンタル・リースの活用、使用後の再使用） 

東京 2020 大会の開催に当たっては、物品を調達する部局が多岐に及び、かつ多種多様

な物品を多量に調達する必要がある。このような中で調達物品の再使用・再生利用に取り

組んでいくには、後利用や再資源化を推進する仕組みの構築、有効な技術の活用、関係者

の意識の向上などが重要である。また、組織委員会が調達した物品を適切に管理するため、

資産や物品の管理及び処分については、組織委員会内のルールや ISO20121（イベントの持

続可能性に関するマネジメントシステム）に沿って構築した仕組み等により法令等のコン

プライアンスを確実に担保した上で、持続可能な資源管理を進めていく。 

調達物品の再使用・再生利用率 99％の実現に向けて、組織委員会内では「後利用・再資

源化ガイドライン（実施手順編）」（2020 年３月）が策定された。ここでは、物品の調達、

使用・管理、撤去の各段階で、経済合理性や持続可能性等に配慮した取組についての実施

方針と調達から撤去に至る判断基準を定めるほか、再使用・再生利用率 99%目標の対象と

なる調達物品の枠組みを示し、実務作業の具体化を図っている。調達、使用・管理、撤去

の各段階における配慮及び判断基準は、図 9.1.6-6 に示すとおりである。 
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調達、使用・管理、撤去の各段階における配慮 

 

判断基準 

 

出典：「持続可能性大会前報告書」（2020 年４月 組織委員会） 

図 9.1.6-6 調達、使用・管理、撤去の各段階における配慮及び判断基準 
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組織委員会は、「持続可能性に配慮した調達コード」において、汎用品の活用や分離・

分解の容易な構造の採用、再生品や再生資源を含む原材料の利用等による 3R の推進をサ

プライヤーに対し求める。 

再使用に配慮した調達方法の一つとして、リースや買取保証を活用する。オフィスで使

用している机や椅子、棚等の什器類の一部やパソコンは、リースやリユース業者による再

使用を行うことで持続可能性とコスト削減を両立した調達を実施する。2019 年 12 月 2 日

現在のレンタル・リース実績は、表 9.1.6-11 に示すとおりである。 

表 9.1.6-11 調達物品のレンタル・リース実績 

物品名 概算 

椅子類 1,900 

机類 640 

家具・収納器具類 220 

家電製品 
家電リサイクル対象品 60 

その他家電 40 

電子機器 
パソコン 4,400 

その他電子機器（通信用デバイス・DB サーバ等） 16,000 

医療機器類 410 

スポーツ備品 1,700 

その他（会場備品等） 250 

2019 年 12 月２日現在（ATS データによる） 

出典：「持続可能性大会前報告書」（2020 年４月 組織委員会） 

 

会場整備における物品調達においても、可能な限りレンタル・リースによる調達を進め

る。 

会場整備以外についても東京 2020 大会開催前からリユース先の確保を進めるなど、資

源の有効利用とコスト削減を目指す。 
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(ｴ) 運営時廃棄物の再使用・再生利用に向けた取組 

ａ．運営時廃棄物の再資源化方法 

運営時廃棄物の再資源化方法は、図 9.1.6-7 に示すとおりである。 

運営時廃棄物の再使用・再生利用率 65％という目標の達成に向け、競技会場等から排

出される廃棄物は、ペットボトル、プラスチック、紙等が適切に再生利用できるよう分

別する。 

 

出典：「持続可能性大会前報告書」（2020 年４月 組織委員会） 

図 9.1.6-7 主な運営時廃棄物の再資源化方法（例） 
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ｂ．ごみ分別 

東京 2020 大会におけるごみの分別にあたっては、環境省が策定している「大規模イ

ベントにおけるごみ分別ラベル作成ガイダンス」（平成 29 年 10 月 環境省）を参考に、

大会で排出される廃棄物分別区分毎に、実際に大会で排出されるごみを想定したピクト

グラムを作成し、海外からの方々にも伝わりやすいような言い回しの種別名を添えた表

示を行う。大会で使用するごみ分別ピクトグラムは、図 9.1.6-8 に示すとおりである。 

なお、大会で使用するごみ箱については、会場にある既存のごみ箱を使用し、新たに

設置する分別ごみ箱についても後利用や再資源化に配慮した素材を使用する。 

なお、観客が円滑に分別に取り組めるよう、事前に分別に関する情報を東京 2020 大

会公式ウェブサイトや公式メールマガジン「TOKYO 2020 マガジン」等で発信する。 

 

 
出典：「持続可能性大会前報告書」（2020 年４月 組織委員会） 

図 9.1.6-8 大会で使用するごみ分別ピクトグラム 
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ｃ．分別ナビゲーター 

大会会場には分別区分のごみ箱を設けるとともに、競技会場の一部では、来場者によ

るごみ分別をサポートするため、東京都が NPO や廃棄物に係る業界団体等と連携し、「分

別ナビゲーター」を配置する。 

テストイベントにおいて、東京 2020 大会の分別と同様の分別区分のごみ箱を設け、

組織委員会のスタッフが観客に分別を呼びかけたところ、分別の精度があがることが確

認できている。一方で、分別方法の周知や掲示についての工夫や、観客が一斉に退出す

る際の円滑な運営など、検討課題も挙がっている。今後、周知の実施や分別ナビゲータ

ーとの連携により、大会会場における適切な分別活動を展開する。 

 

ｄ．ボトル to ボトル 

選手・関係者・観客等が飲料として消費した後のペットボトル容器については、可能

な限りペットボトルに再生する。 

ペットボトルからペットボトルが製造される工程は、図9.1.6-9に示すとおりである。

まず、回収の際に、リサイクルで異物となるキャップとラベルをはがし、会場等から運

び出されたペットボトルはベール化される。ペットボトルのベールは、PET のリサイク

ル工程に運ばれて、PET のペレットが製造され、検査を受けた上で、ペットボトルに成

型される。 

 

出典：「持続可能性大会前報告書」（2020 年４月 組織委員会） 

図 9.1.6-9 ペットボトルからペットボトルが製造される工程 

 

ペットボトルのシートや繊維への再生利用に加えて、ペットボトルが再びペットボト

ルに生まれかわる循環を向上させることは、新たな資源の利用を極力減らすことにつな

がり、資源をムダにしない好事例となる。 

 

ｅ．仮設トイレ 

仮設トイレは基本的に簡易水洗式とし、臭気の発生を抑制する。また、公衆トイレの他、

近隣商業施設等のトイレの活用に向け協力を働きかけ、既存トイレの有効利用も含めて、処理

を行う。 
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(ｵ) 財産の管理及び処分 

組織委員会では、持続可能性の観点も含め、適切な財産の管理と処分を実施するための

基本的事項を定めた「財産管理処分規程」（2018 年 12 月）を策定した。また、調達物品の

管理及び処分の具体的な事務手続を示した「財産管理処分マニュアル」（2019 年 9 月）を

策定し、アセットトラッキングシステム4（ATS）を用いた調達物品の管理及び円滑な処分

に関して総合的な方法を示している。財産の管理及び処分の基本方針は、表 9.1.6-12 に

示すとおりである。 

表 9.1.6-12 財産の管理及び処分の基本方針 

〇財産の全般について、大会時の使用や大会後の処分を見据えて、性質や重要性に応
じた管理を行うこと。 

〇持続可能性や組織委員会の財政運営を考慮し、処分方法については有償譲渡を原則
とし、適切な譲渡先が見つからない場合には無償譲渡すること。また、譲渡先がな
い場合に限り、再生利用及び廃棄を可能とすること。 

〇財産の調達にあたっては、経済合理性を基本とし、環境負荷や廃棄物の発生を抑制
することを念頭に、総合的に判断することにより、組織委員会の事業の適切な遂行
に資するよう努めなければならない。 

出典：「持続可能性大会前報告書」（2020 年４月 組織委員会） 

 

(ｶ) 大会ルックのアップサイクル等 

組織委員会は、東京都と連携し、大会のために製作するルック(装飾)の一部をショッピ

ングバッグなどに加工してリユースする「アップサイクル5」を実施する。加工された製品

は、大会後に活用されることにより、大会レガシーとなることが期待される。大会ルック

アップサイクルプロジェクトの概要は、図 9.1.6-10 に示すとおりである。 

 

 
大会ルック 

 
 

大会装飾を製品に加
工して再使用 

 
アップサイクル製品（案） 

出典：「持続可能性大会前報告書」（2020 年４月 組織委員会） 

図 9.1.6-10 大会ルックアップサイクルプロジェクトの概要 

 

4 資産追跡システム（ATS：Asset Track System）のこと。ATSによる物品の管理業務フローは下記のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「持続可能性

大会前報告

書」（2020年

４月 組織

委員会） 

5 アップサイクル：従来から行われてきた単なる素材の原料化とその再利用ではなく、元の製品よりも高い次元・価

値を生み出すことを目的とする資源の循環利用の方法 
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オ．法令等の目的、方針、基準等 

廃棄物に関する法令等については、表 9.1.6-13(1)～(4)に示すとおりである。 

表 9.1.6-13(1) 廃棄物に関する法令等 

法令・条例等 責務等 

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律 
(昭和 45 年法律第 137 号) 

（目的） 

第一条 この法律は、廃棄物の排出を抑制し、及び廃棄物の適正な分別、保管、収集、運

搬、再生、処分等の処理をし、並びに生活環境を清潔にすることにより、生活環境の保

全及び公衆衛生の向上を図ることを目的とする。 

（事業者の責務） 

第三条 事業者は、その事業活動に伴つて生じた廃棄物を自らの責任において適正に処理

しなければならない。 

２ 事業者は、その事業活動に伴つて生じた廃棄物の再生利用等を行うことによりその減

量に努めるとともに、物の製造、加工、販売等に際して、その製品、容器等が廃棄物と

なつた場合における処理の困難性についてあらかじめ自ら評価し、適正な処理が困難に

ならないような製品、容器等の開発を行うこと、その製品、容器等に係る廃棄物の適正

な処理の方法についての情報を提供すること等により、その製品、容器等が廃棄物とな

つた場合においてその適正な処理が困難になることのないようにしなければならない。 

３ 事業者は、前二項に定めるもののほか、廃棄物の減量その他その適正な処理の確保等

に関し国及び地方公共団体の施策に協力しなければならない。 

資源の有効な利用の促進
に関する法律 
(平成３年法律第 48 号) 

（目的） 

第一条 この法律は、主要な資源の大部分を輸入に依存している我が国において、近年の

国民経済の発展に伴い、資源が大量に使用されていることにより、使用済物品等及び副

産物が大量に発生し、その相当部分が廃棄されており、かつ、再生資源及び再生部品の

相当部分が利用されずに廃棄されている状況にかんがみ、資源の有効な利用の確保を図

るとともに、廃棄物の発生の抑制及び環境の保全に資するため、使用済物品等及び副産

物の発生の抑制並びに再生資源及び再生部品の利用の促進に関する所要の措置を講ずる

こととし、もって国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。 

（事業者等の責務） 

第四条 工場若しくは事業場（建設工事に係るものを含む。以下同じ。）において事業を行

う者及び物品の販売の事業を行う者（以下「事業者」という。）又は建設工事の発注者は、

その事業又はその建設工事の発注を行うに際して原材料等の使用の合理化を行うととも

に、再生資源及び再生部品を利用するよう努めなければならない。 

２ 事業者又は建設工事の発注者は、その事業に係る製品が長期間使用されることを促進

するよう努めるとともに、その事業に係る製品が一度使用され、若しくは使用されずに

収集され、若しくは廃棄された後その全部若しくは一部を再生資源若しくは再生部品と

して利用することを促進し、又はその事業若しくはその建設工事に係る副産物の全部若

しくは一部を再生資源として利用することを促進するよう努めなければならない。 
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表 9.1.6-13(2) 廃棄物に関する法令等 

法令・条例等 責務等 

循環型社会形成推進基本
法 
(平成 12 年法律第 110 号) 

（目的） 

第一条 この法律は、環境基本法（平成五年法律第九十一号）の基本理念にのっとり、循

環型社会の形成について、基本原則を定め、並びに国、地方公共団体、事業者及び国民

の責務を明らかにするとともに、循環型社会形成推進基本計画の策定その他循環型社会

の形成に関する施策の基本となる事項を定めることにより、循環型社会の形成に関する

施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将来の国民の健康で文化的な生活の

確保に寄与することを目的とする。 

（事業者の責務） 

第十一条 事業者は、基本原則にのっとり、その事業活動を行うに際しては、原材料等が

その事業活動において廃棄物等となることを抑制するために必要な措置を講ずるととも

に、原材料等がその事業活動において循環資源となった場合には、これについて自ら適

正に循環的な利用を行い、若しくはこれについて適正に循環的な利用が行われるために

必要な措置を講じ、又は循環的な利用が行われない循環資源について自らの責任におい

て適正に処分する責務を有する。 

２ 製品、容器等の製造、販売等を行う事業者は、基本原則にのっとり、その事業活動を

行うに際しては、当該製品、容器等の耐久性の向上及び修理の実施体制の充実その他の

当該製品、容器等が廃棄物等となることを抑制するために必要な措置を講ずるとともに、

当該製品、容器等の設計の工夫及び材質又は成分の表示その他の当該製品、容器等が循

環資源となったものについて適正に循環的な利用が行われることを促進し、及びその適

正な処分が困難とならないようにするために必要な措置を講ずる責務を有する。 

３ 前項に定めるもののほか、製品、容器等であって、これが循環資源となった場合にお

けるその循環的な利用を適正かつ円滑に行うためには国、地方公共団体、事業者及び国

民がそれぞれ適切に役割を分担することが必要であるとともに、当該製品、容器等に係

る設計及び原材料の選択、当該製品、容器等が循環資源となったものの収集等の観点か

らその事業者の果たすべき役割が循環型社会の形成を推進する上で重要であると認めら

れるものについては、当該製品、容器等の製造、販売等を行う事業者は、基本原則にの

っとり、当該分担すべき役割として、自ら、当該製品、容器等が循環資源となったもの

を引き取り、若しくは引き渡し、又はこれについて適正に循環的な利用を行う責務を有

する。 

４ 循環資源であって、その循環的な利用を行うことが技術的及び経済的に可能であり、

かつ、その循環的な利用が促進されることが循環型社会の形成を推進する上で重要であ

ると認められるものについては、当該循環資源の循環的な利用を行うことができる事業

者は、基本原則にのっとり、その事業活動を行うに際しては、これについて適正に循環

的な利用を行う責務を有する。 

５ 前各項に定めるもののほか、事業者は、基本原則にのっとり、その事業活動に際して

は、再生品を使用すること等により循環型社会の形成に自ら努めるとともに、国又は地

方公共団体が実施する循環型社会の形成に関する施策に協力する責務を有する。 

建設工事に係る資材の再
資源化等に関する法律(建
設リサイクル法) 
(平成 12 年法律第 104 号) 
 
 
 

（目的） 

第一条 この法律は、特定の建設資材について、その分別解体等及び再資源化等を促進す

るための措置を講ずるとともに、解体工事業者について登録制度を実施すること等によ

り、再生資源の十分な利用及び廃棄物の減量等を通じて、資源の有効な利用の確保及び

廃棄物の適正な処理を図り、もって生活環境の保全及び国民経済の健全な発展に寄与す

ることを目的とする。 

（建設業を営む者の責務） 

第五条 建設業を営む者は、建築物等の設計及びこれに用いる建設資材の選択、建設工事

の施工方法等を工夫することにより、建設資材廃棄物の発生を抑制するとともに、分別

解体等及び建設資材廃棄物の再資源化等に要する費用を低減するよう努めなければなら

ない。 

２ 建設業を営む者は、建設資材廃棄物の再資源化により得られた建設資材（建設資材廃

棄物の再資源化により得られた物を使用した建設資材を含む。次条及び第四十一条にお

いて同じ。）を使用するよう努めなければならない。 

（発注者の責務） 

第六条 発注者は、その注文する建設工事について、分別解体等及び建設資材廃棄物の再

資源化等に要する費用の適正な負担、建設資材廃棄物の再資源化により得られた建設資

材の使用等により、分別解体等及び建設資材廃棄物の再資源化等の促進に努めなければ

ならない。 
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表 9.1.6-13(3) 廃棄物に関する法令等 

法令・条例等 責務等 

食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律(食
品リサイクル法) 
(平成 12 年法律第 116 号) 

（目的） 

第一条 この法律は、食品循環資源の再生利用及び熱回収並びに食品廃棄物等の発生の抑

制及び減量に関し基本的な事項を定めるとともに、食品関連事業者による食品循環資源

の再生利用を促進するための措置を講ずることにより、食品に係る資源の有効な利用の

確保及び食品に係る廃棄物の排出の抑制を図るとともに、食品の製造等の事業の健全な

発展を促進し、もって生活環境の保全及び国民経済の健全な発展に寄与することを目的

とする。 

（事業者及び消費者の責務） 

第四条 事業者及び消費者は、食品の購入又は調理の方法の改善により食品廃棄物等の発

生の抑制に努めるとともに、食品循環資源の再生利用により得られた製品の利用により

食品循環資源の再生利用を促進するよう努めなければならない。 

食品ロスの削減の推進に
関する法律 
(令和元年法律第 19 号) 
 
 

（目的） 

第一条 この法律は、食品ロスの削減に関し、国、地方公共団体等の責務等を明らかにす

るとともに、基本方針の策定その他食品ロスの削減に関する施策の基本となる事項を定

めること等により、食品ロスの削減を総合的に推進することを目的とする。 

（事業者の責務） 

第五条 事業者は、その事業活動に関し、国又は地方公共団体が実施する食品ロスの削減

に関する施策に協力するよう努めるとともに、食品ロスの削減について積極的に取り組

むよう努めるものとする。 

容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に
関する法律 
(平成７年法律第 112 号) 
 

（目的） 

第一条 この法律は、容器包装廃棄物の排出の抑制並びにその分別収集及びこれにより得

られた分別基準適合物の再商品化を促進するための措置を講ずること等により、一般廃

棄物の減量及び再生資源の十分な利用等を通じて、廃棄物の適正な処理及び資源の有効

な利用の確保を図り、もって生活環境の保全及び国民経済の健全な発展に寄与すること

を目的とする。 

（事業者及び消費者の責務） 

第四条 事業者及び消費者は、繰り返して使用することが可能な容器包装の使用、容器包

装の過剰な使用の抑制等の容器包装の使用の合理化により容器包装廃棄物の排出を抑制

するよう努めるとともに、分別基準適合物の再商品化をして得られた物又はこれを使用

した物の使用等により容器包装廃棄物の分別収集、分別基準適合物の再商品化等を促進

するよう努めなければならない。 
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表 9.1.6-13(4) 廃棄物に関する法令等 

法令・条例等 責務等 

東京都廃棄物条例 
(平成４年東京都 

条例第 140 号) 
 
 
 
 
 
 
 
 

(目的) 

第一条 この条例は、廃棄物の発生を抑制し、再利用を促進するとともに、廃棄物の適正

な処理が行われるように必要な措置を講ずることによって、生活環境の保全及び公衆衛

生の向上並びに資源が循環して利用される都市の形成を図り、もって都民の健康で快適

な生活を確保することを目的とする。 

(平一二条例二九・一部改正) 

(事業者の基本的責務) 

第八条 事業者は、廃棄物の発生を抑制し、再利用を促進する等により、廃棄物を減量し

なければならない。 

2 事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物(以下「事業系廃棄物」という。)を自ら

の責任において適正に処理しなければならない。 

3 事業者は、従業者の教育訓練の実施体制その他の必要な管理体制の整備に努め、前二項

の責務の達成に向けて継続的かつ計画的な取組を行わなければならない。 

4 事業者は、事業系廃棄物の減量及び適正な処理を確保するために講じている取組の内容

を積極的に公表し、自らが排出する廃棄物の処理に対する信頼性の向上に努めなければ

ならない。 

5 廃棄物の処理を受託する事業者は、受託した廃棄物の処理の透明性を確保するため、そ

の処理の状況の公表その他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

6 事業者は、廃棄物の減量及び適正な処理の確保に関し都の施策に協力しなければならな

い。 

(平一二条例二九・旧第十条繰上・一部改正、平一七条例八八・一部改正) 

(事業系廃棄物の減量等) 

第十条 事業者は、再利用の可能な物の分別の徹底を図る等再利用を促進するために必要

な措置を講ずる等により、その事業系廃棄物を減量しなければならない。 

2 事業者は、その事業系廃棄物の処理に当たっては、再生、破砕、圧縮、焼却、油水分離、

脱水等の処理を行うことにより、その減量を図らなければならない。 

3 事業者は、事業系廃棄物の適正な処理について、自ら又は共同して技術開発を図らなけ

ればならない。 
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カ．東京都等の計画等の状況 

廃棄物に関する東京都等の計画等については、表 9.1.6-14(1)～(4)に示すとおりである。 

表 9.1.6-14(1) 廃棄物に関する計画等 

関係計画等 目標・施策等 

都民ファーストでつ
くる「新しい東京」
～2020 年に向けた実
行プラン～ 
（平成 28 年 12 月東
京都） 
 
 
「３つのシティ」の
実現に向けた政策の
強化（2019 年度）～
2020 年に向けた実行
プラン～ 
（平成31年１月 東
京都） 

○快適な都市環境の創出 
資源ロスの削減、エコマテリアルの利用、廃棄物の循環利用を促進し、持続可能な資源利

用を推進していく。 
 

 
・資源ロス削減の促進 
 商慣習等により発生する食品ロスの削減に向けて、加工・流通事業者等を構成員とす

るステークホルダー会議の設置、流通段階における食品ロスの実態調査、防災備蓄食
品有効活用の仕組みづくり等を検討する。 

 あわせて「食べずに捨てるなんてもったいない（仮称）」キャンペーンを実施し、企
業との連携、消費者の意識啓発を行うことで、消費行動の見直しを促し、「食品ロス
削減・東京方式」を確立する。 

 スーパー、コンビニ等の販売業者、消費者代表、区市町村などによる協議会を設置し、
レジ袋の無償配布ゼロに向けて、協議を進める。 

 エコバッグ持参の呼びかけや３Ｒの徹底など、資源ロス削減に向けた効果的な広報・
普及を行い、都民にライフスタイルの転換を促す。 

・廃棄物の循環利用の更なる促進 
 モデル事業の実施成果を通じた中小企業への取組の普及、事業系廃棄物の３Ｒのルー

ルづくりなどを進め、持続可能な資源利用を促進する。 
 持続可能な東京 2020 大会の実現に向けて、事業者や都民等による環境配慮の促進に

資する取組などの調査を実施するとともに、使用済み物品のリユース等を支援する仕
組みを検討する。 

 建設リサイクル推進計画や建設リサイクルガイドラインに基づき、コンクリート塊等
建設副産物の再利用を促進することにより、再生資材が建設資源として積極的に選ば
れる循環型社会の形成を推進する。 

 海上公園等で剪定時に発生する枝葉を燃料化するモデル事業を実施し、今後のリサイ
クル方策を検討する。 

No. 政策目標 目標年次 目標値 

１ 一般廃棄物の再生利用率 2020 年度 27％ 

２ 2030 年度 37％ 

３ 都内で発生する廃棄物の最終処分量 2020 年度 107 万トン 

４ 2030 年度 93 万トン 

５ 海上公園での資源循環
の推進 

資源循環型施設の設
置 

2020 年度 １か所 

６ ２０３０年度までに食品ロス半減を達成するた
めの「食品ロス削減・東京方式」の確立 

2020 年度 「食品ロス削減・東
京方式」の確立 

７ レジ袋削減 2020 年度 レジ袋無償配布ゼロ 

建設リサイクル 
推進計画 2014 
（平成 26 年９月  

国土交通省） 
 

(計画の目標) 
対象品目 平成 24 年度（実績） 平成 30 年度目標 

ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 
再資源化率 

99.5％ 99％以上 

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 99.3％ 99％以上 

建設発生木材 
再資源化・縮減率 

94.4％ 95％以上 

建設汚泥 85.0％ 90％以上 

建設混合廃棄物 
排出率 3.9％ 3.5％以下 

再資源化・縮減率 58.2％ 60％以上 

建設廃棄物全体 再資源化・縮減率 96.0％ 96％以上 

建設発生土 建設発生土有効利用率 ― 80％以上 

注)目標値の定義は次のとおり。 
＜再資源化率＞ 
・建設廃棄物として排出された量に対する再資源化された量と工事間利用された量の合計の割

合 
＜再資源化・縮減率＞ 
・建設廃棄物として排出された量に対する再資源化及び縮減された量と工事間利用された量の

合計の割合 
＜建設混合廃棄物排出率＞ 
・全建設廃棄物排出量に対する建設混合廃棄物排出量の割合 
＜建設発生土有効利用率＞ 
・建設発生土発生量に対する現場内利用及びこれまでの工事間利用等に適正に盛土された採石

場跡地復旧や農地受入れ等を加えた有効利用量の合計の割合 



9.1 全体計画 9.1.6 廃棄物 

- 355 - 

表 9.1.6-14(2) 廃棄物に関する計画等 

関係計画等 目標・施策等 

建設リサイクル 
推進計画 2020 
（令和２年９月  

国土交通省） 
 

(計画の目標) 

品目 指標 2018 目標値 2018 実績値 
2024 

達成基準値 

 ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 再資源化率 99％以上 99.5％ 99％以上 

 
ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 再資源化率 99％以上 99.3％ 99％以上 

建設発生木材 再資源化・縮減率 95％以上 96.2％ 97％以上 

 

建設汚泥 再資源化・縮減率 90％以上 94.6％ 95％以上 

建設混合廃棄物 排出率 3.5％以下 3.1％ 3.0％以下 

建設廃棄物全体 再資源化・縮減率 96％以上 97.2％ 98％以上 

建設発生土 有効利用率 80％以上 79.8％ 80％以上 

※各指標の定義は次のとおり 
＜再資源化率＞ 
・建設廃棄物として排出された量に対する再資源化された量と工事間利用された量の合計の割

合 
＜再資源化・縮減率＞ 
・建設廃棄物として排出された量に対する再資源化及び縮減された量と工事間利用された量の

合計の割合 
＜建設混合廃棄物排出率＞ 
・全建設廃棄物排出量に対する建設混合廃棄物排出量の割合 
＜建設発生土有効利用率＞ 
・建設発生土発生量に対する現場内利用及びこれまでの工事間利用等に適正に盛土された採石

場跡地復旧や農地受入等を加えた有効利用量の合計の割合 

東京都資源循環・廃
棄物処理計画 
(平成 28 年３月 

東京都) 

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭和 45 年法律第 137 号）第５条の５の規定に基づ
き策定された計画で、「東京都環境基本計画」に掲げる個別分野の計画であり、主要な施策を示
している。また、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会とその後を見据え、東京都
「持続可能な資源利用」に向けた取組方針（2015 年３月策定）を具体化するものである。 
計画の期間を 2016 年度から 2020 年度までの 5年間とし、2050 年を見据えた 2030 年のビジョ

ンを示している。 
○目標 
計画目標１ 資源ロスの削減 
 ・食品ロスをはじめとする資源ロスの削減を進める。 
計画目標２ 「持続可能な調達」の普及 
 ・低炭素・自然共生・循環型の資源の選択を促進し、持続可能な調達・購入を都内の事業

活動や消費行動に定着させる。 
計画目標３ 循環的利用の促進と最終処分量の削減 
 ・一般廃棄物の再生利用率 
  2020 年度 27％、2030 年度 37％ 
    （※ 産業廃棄物の再生利用率：2020 年度 2030 年度ともに 35％） 
 ・最終処分量を着実に削減し、処分場の更なる延命化を図る。 
 ・最終処分量（一般廃棄物・産業廃棄物計） 
  2020 年度 2012 年度比 14％削減（最終処分率 3.7％） 
  2030 年度 2012 年度比 25％削減（最終処分率 3.3％） 
計画目標４ 適正かつ効率的な処理の推進 
 ・都内から排出された産業廃棄物の不法投棄等を防止し、適正処理の徹底を図る。 
 ・優良な処理業者が市場で評価され、優位に立つことのできる環境を醸成する。 
 ・廃棄物の効率的な収集運搬及び処理を推進する。 
計画目標５ 災害廃棄物の処理体制 
 ・災害廃棄物を迅速かつ適正に処理する体制を構築する。 
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表 9.1.6-14(3) 廃棄物に関する計画等 

関係計画等 目標・施策等 

東京都建設リサイク
ル推進計画 
(平成 28 年４月 

 東京都) 
 

本計画は、公共・民間の区別なく、都内で行われる様々な行為の一連の過程において、建設
資源の循環利用等を促進することを対象としている。本計画に定める施策を着実に実施し、都
内における建設資源循環を促進していくため、関係者全員が目指すべき統一した目標を設定し
ている。 
(目標値)（上段：全体の目標値、下段：都関連工事の目標値） 

対 象 品 目 実績値 平成 30 年度 令和 2年度 

建設廃棄物 96％ 97％ 98％ 

98％ 99％ 99％ 

ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 99％ 99％以上 99％以上 

99％ 99％以上 99％以上 

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 99％ 99％以上 99％以上 

99％ 99％以上 99％以上 

建設発生木材 95％ 99％以上 99％以上 

95％ 99％以上 99％以上 

建設泥土 91％ 95％ 96％ 

87％ 97％ 98％ 

建設混合 
廃棄物 

排出率 ― 4.4%以下 4.0％以下 

― 1.0％未満 1.0％未満 

再資源化・ 
縮減率 

― 82％ 83％ 

― 82％ 83％ 

建設発生土 ― 86％ 88％ 

― 99％以上 99％以上 

再生砕石 
（都発注工事の目標値） 

― 95％ 96％ 

注）実績値は平成 24 年度の実績値 
 

 
(目標値の定義) 

対 象 品 目 計 算 式 

再資源化率 

 a) ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 
b) ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 

(再使用量＋再生利用量)/発生量 

再資源化・縮減率 

 
c) 建設発生木材 

(再使用量＋再生利用量＋熱回収量＋焼却による減量
化量)/発生量 

d) 建設泥土 (再使用量＋再生利用量＋脱水等の減量化量)/発生量 

e) 建設混合廃棄物 
(再使用量＋再生利用量＋熱回収量＋焼却による減量
化量)/発生量 

f) 建設廃棄物 
(再使用量＋再生利用量＋熱回収量＋焼却による減量
化量＋脱水等の減量化量)/発生量 

排出率 

 
g) 建設混合廃棄物 建設混合廃棄物排出量/全建設廃棄物排出量 

建設発生土有効利用率 

 
h) 建設発生土 

(現場内利用量＋工事間利用量＋適正に盛土された採
石場跡地復旧等利用量)/建設発生土発生量 

再生砕石利用率 

 
i)再生砕石 再生砕石利用量/砕石類利用量 
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表 9.1.6-14(4) 廃棄物に関する計画等 

関係計画等 目標・施策等 

東京都建設リサイク
ルガイドライン 
（平成 31 年４月 

東京都） 

・「東京都建設リサイクル推進計画」（以下「推進計画」という。）に基づき策定されている。推
進計画では、建設資源循環を促進するため 9 の戦略を掲げており、本ガイドラインは、この
戦略を着実に推進するため、各種の施策の実施について必要な事項を定めたもの。 

・対象工事は都・都監理団体・報告団体・区市町村発注工事（都関連工事）のうち、本土で施
行されるもの。 

・取組内容は以下のとおり。 
＜建設資源循環＞ 

①長期使用：建築物や工作物の長期使用。 
②発生抑制：建設工事等の施行に当たり、まず発生抑制を徹底。 
③事前調査及び利用調整等：毎年度、建設副産物の発生予測量等の調査を行い、現場内利用、
工事間利用等の促進のため利用調整を行う。各工事ごとにリサイクル計画を作成、リサイ
クルが不十分な場合は阻害要因を明確にする。 

④分別解体等及び再資源化等：再資源化施設の受入基準等を踏まえ、建設資材廃棄物を種類
ごとに分別する。発生した建設資材廃棄物は、できる限り再資源化等を行う。 

⑤情報システムの活用：建設副産物の再資源化等に当たり、建設副産物に係る情報システム
等を活用する。 

⑥実態調査及び補足改善：現場内利用、工事間利用、再資源化等の実施状況は、毎年度、実
態調査で把握し、効果の大きい施策を継続、不十分な部分を補足改善する。 

⑦再生建設資材等の活用：建設工事等で使用する建設資材には、建設副産物を再資源化する
ことにより得られた物を活用する。 

・対象となる建設副産物等は以下のとおり。 
・社会資本等の整備・更新等に伴う副産物：建設廃棄物、建設発生土、しゅんせつ土等 
・社会資本等の維持管理に伴う副産物：しゅんせつ土、せん定枝葉等 
・都民生活や産業活動等に係る廃棄物処理後の副産物（一般廃棄物、上水スラッジ、下水汚
泥等） 

・建設資材として使用する環境物品等 
・熱帯雨林材の使用抑制等 

一般廃棄物処理基本
計画 
（平成 27 年２月 
東京二十三区清掃一
部事務組合） 

本基本計画の目標は「循環型ごみ処理システムの推進」とし、施策や取組の体系は、以下のと
おりとする。 
1.効率的で安定した中間処理体制の確保：安定稼働の確保、ごみ受入体制の拡充、不適正搬入

防止対策、計画的な施設整備の推進、ごみ処理技術の動向の把握 
2.環境負荷の低減：環境保全対策、環境マネジメントシステムの活用 
3.地球温暖化防止対策の推進：熱エネルギーの一層の有効利用、地球温暖化防止対策への適切

な対応、その他の環境への取組（緑化、太陽光発電、雨水利用等） 
4.最終処分場の延命化：ごみ処理過程での資源回収、焼却灰の資源化、破砕処理残さの埋立処

分量削減 
5.災害対策の強化：廃棄物処理施設の強靭化、地域防災への貢献 
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(2) 予測 

1) 予測事項 

予測事項は、廃棄物の排出量及びその抑制の程度等とした。 

 

2) 予測の対象時点 

予測の対象時点は、大会開催前、大会開催中及び大会開催後とした。なお、大会開催前と大

会開催後は仮設施設の設置・撤去を対象とするものであり、仮設施設の設置に当たっては撤去

時の負荷を軽減するための配慮を行うことから、仮設施設の設置・撤去として扱った。 

 

3) 予測地域 

予測地域は、全競技会場等の範囲とした。 

 

4) 予測手法 

ア．大会開催前 

予測手法は、施工計画等から推定する方法によった。 

イ．大会開催中 

予測手法は、競技会場等の廃棄物排出原単位に人数を乗じることにより推計する方法によ

った。設定した排出原単位は、表9.1.6-15(1)～(5)に示すとおりである。 

表9.1.6-15(1) 廃棄物排出原単位（競技会場） 

（単位：g/人） 

項目 観客 ｱｽﾘｰﾄ OF/PF ﾒﾃﾞｨｱ WF 備考 

ビン 0 10 10 0 0 観客、メディア、WF への提供は想定しない 

缶 10 4 4 4 4 
1 本 17ｇ(平均値)、観客は 2 人に 1人、その他
は 5人に 1人が消費と想定 

ペットボトル（体育館
系） 

39 104 78 78 78 
500ml１本あたり 24.3g、飲み残し 1.7g とし、
それぞれ消費本数を設定 
 例）観客（体育館系）＝2本、アスリート（ス
タジアム）＝5本 

ペットボトル（スタジ
アム） 

65 130 91 104 104 

ペットボトル（野外・
公園） 

91 156 104 130 130 

段ボール 60 60 60 60 60 
各ステークホルダーに提供する物品の梱包材
等 

古紙（新聞・パンフ・
OA 用紙） 

3 6 10 150 30 
観客はパンフ 1枚 3ｇ、WF は 10 倍、メディア
はさらに 5倍 

食品残渣 7.5 225 160 160 80 
ＷＦは 1食 400g の 20％、アスリートは 300g×
75％、観客は売店の残渣を想定 

紙容器 20 27.5 20 27.5 17 
紙コップ 15g、紙皿 25g とし、使用人数割合を
設定 

プラスチック 40 60 40 40 40 
独自調査結果の約 40g/人を使用、アスリートは
ゼリー飲料も消費想定 

弁当がら 0 0 0 0 34 WF のみ、1日 1食を想定 

可燃ごみ 60 50 50 50 50 観客は、食品残渣等の混入を想定 

燃えないごみ 1 26 1 1 1 アスリートはスプレー缶を想定 

合計（体育館系） 240.5 572.5 433 570.5 394  

合計（スタジアム系） 266.5 598.5 446 596.5 420  

合計（野外・屋外） 293 625 459 623 446  

注）OF…オリンピックファミリー、PF…パラリンピックファミリー、WF…ワークフォース 
  観客、アスリートはセッション当たりの原単位、その他のステークホルダーは1日当たりの原単位 
  紙容器…提供する場合 
出典：「持続可能性大会前報告書」（2020年４月 組織委員会） 
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表9.1.6-15(2) 廃棄物排出原単位（選手村ダイニング） 

（単位：g/人） 

項目 ｱｽﾘｰﾄ OF/PF ﾒﾃﾞｨｱ WF 備考 

ビン 10 0 0 0 競技会場の原単位と同様 

缶 16.3 0 0 15.4 
1 本 17ｇでアスリートは 4 人に 1人・WF は 5人
に 1人が消費＋調味料用業務缶分(平 12g) 

ペットボトル 78 0 0 78 1 人あたり 3本消費の想定 

段ボール 60 0 0 60 競技会場の原単位と同様 

古紙（新聞・パンフ・
OA 用紙） 

10 0 0 30 
WF は競技会場の原単位と同様、アスリートは 3
分の 1 

食品残渣 360 0 0 270 
アスリートは実績値等を参考に 1日分の排出量
を推定、WF はその約 7割 

紙容器 180 0 0 90 
1 食あたり紙コップ 1個＋紙皿 3枚、アスリー
トは 2食を想定 

プラスチック 120 0 0 109 
プラスチックカトラリー、調味料容器、包装材
等を考慮 

可燃ごみ 100 0 0 100 競技会場の原単位（50g）の 2倍と想定 

燃えないごみ 8 0 0 1 
アスリートは独自調査（宿泊施設）に基づき算
出、WF は競技会場の原単位と同様 

合計 942.3 0 0 753.4   

出典：「持続可能性大会前報告書」（2020年４月 組織委員会） 

表9.1.6-15(3) 廃棄物排出原単位（選手村宿泊棟） 

（単位：g/人） 

項目 ｱｽﾘｰﾄ OF/PF ﾒﾃﾞｨｱ WF 備考 

ビン 5 0 0 0 競技会場の半分と想定 

缶 10 0 0 0 競技会場の観客の原単位を使用 

ペットボトル 52 0 0 0 1 人あたり 2本消費を想定 

段ボール 0 0 0 0 ‐ 

古紙（新聞・パンフ・
OA 用紙） 

0 0 0 0 可燃ごみに混入すると想定 

食品残渣 0 0 0 0 可燃ごみに混入すると想定 

紙容器 0 0 0 0 可燃ごみに混入すると想定 

プラスチック 40 0 0 0 競技会場の観客の原単位を使用 

可燃ごみ 130 0 0 0 食品残渣等の混入を想定 

燃えないごみ 30 0 0 0 競技会場と選手村ダイニングの平均値を使用 

合計 267 0 0 0   

出典：「持続可能性大会前報告書」（2020年４月 組織委員会） 
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表9.1.6-15(4) 廃棄物排出原単位（選手村その他） 

（単位：g/人） 

項目 全    備考 

ビン 5    競技会場の半分と想定 

缶 10    競技会場の観客の原単位を使用 

ペットボトル 52    1 人あたり 2本消費を想定 

段ボール 60    競技会場の原単位と同様 

古紙（新聞・パンフ・
OA 用紙） 

10    選手村ダイニングの原単位と同様 

食品残渣 0    可燃ごみに混入すると想定 

紙容器 0    可燃ごみに混入すると想定 

プラスチック 50    選手村宿泊棟の原単位を参考 

可燃ごみ 120    食品残渣等の混入を想定 

燃えないごみ 8    選手村宿泊棟の３分の 1と想定 

合計 315     

出典：「持続可能性大会前報告書」（2020年４月 組織委員会） 

表9.1.6-15(5) 廃棄物排出原単位（IBC/MPC） 

（単位：g/人） 

項目 ｱｽﾘｰﾄ OF/PF ﾒﾃﾞｨｱ WF 備考 

ビン 0 0 5 0 メディアのみへの提供を想定 

缶 3.4 3.4 3.4 3.4 1 個 17g、5 人に 1人が消費と想定 

ペットボトル 26 13 130 104 メディア・WF は 4本、アスリートは 1本と想定 

段ボール 60 60 60 60 競技会場の原単位を使用 

古紙（新聞・パンフ・
OA 用紙） 

10 10 355 30 
メディア：OA 用紙 120g＋新聞 200g＋雑誌パン
フ 35g 

食品残渣 0 0 240 80 
WF は競技会場と同量、メディアはその 3 倍と想
定 

紙容器 17 17 17 17 競技会場の WF の原単位と使用 

プラスチック 20 20 40 40 
メディア・WF は競技会場と同じ、アスリート
OF/PF はその 2 分の 1 

弁当がら 0 0 0 34 WF のみ、１日１食を想定 

可燃ごみ 50 50 50 50 競技会場の原単位を使用 

燃えないごみ 1 1 10 1 
競技会場の原単位を使用（アスリートのスプレ
ー缶は考慮しない）、メディアは増 

合計 187.4 174.4 910.4 419.4   

出典：「持続可能性大会前報告書」（2020年４月 組織委員会） 

 

ウ．大会開催後 

予測手法は、施工計画等から推定する方法によった。 
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5) 予測結果 

ア．大会開催前 

東京2020大会では、会場計画全体の見直しにより、既存施設を最大限に活用し、恒久会場

の建設を抑制している。その上で、競技会場等の整備は、大きく分類すると、施設整備工事

とオーバーレイ工事の２種類で整備している。 

施設整備工事は、東京2020大会の各会場における土工事、建築工事及び各会場において個

別に計画する内装や外部・外構工事であり、オーバーレイ工事は、各会場共通で準備するテ

ントやプレハブ、仮設観客席やフェンス等を設置及び撤去するものである。 

施設整備工事に伴う競技会場等の建設廃棄物は、表9.1.6-16に、建設発生土の発生量は、

表9.1.6-17に示すとおりであり、「東京都建設リサイクル推進計画」や「東京都建設リサイ

クルガイドライン」等に基づき建設廃棄物の3R（リデュース・リユース・リサイクル）の取

組を実施している。 

表9.1.6-16 競技会場等の施設整備工事等に伴い発生する建設廃棄物 

品  目 

アスファ
ルト・コ
ンクリー
ト塊 

コンクリ
ート塊 

建設発生
木材 

建設泥土 
建設混合
廃棄物 

その他 （合 計） 

発生量（t）        

 新設恒久会場整備        

＊ 新国立競技場 

（オリンピックスタジアム） 
9,163 24,224 1,589 45,265 104 11,636 91,981 

＊ 武蔵野の森総合スポーツプラザ 1,471 3,319 806 3,281 282 6,273 15,432 

＊ 有明アリーナ 67 1,314 437 75,184 833 2,854 80,689 

＊ 大井ホッケー競技場 1,777 7,332 551 1,616 122 1,560 12,958 

＊ 海の森水上競技場 15,503 2,775 1,555 8,873 246 3,259 32,211 

＊ カヌー・スラロームセンター 542 1,312 25 0 82 2,448 4,408 

＊ 夢の島公園アーチェリー場 16 454 783 － 44 99 1,395 

＊ 東京アクアティクスセンター 487 2,301 1,481 99,010 122 16,005 119,406 

既設施設会場整備        

 

 

＊ 

日本武道館 844 755 160 － 148 855 2,763 

馬事公苑（仮設施設は除く。） 1,701 41,506 436 4,760 569 6,932 55,904 

有明テニスの森 8,619 13,676 1,921 6,274 17 2,570 33,077 

仮設会場等整備        

＊ 有明体操競技場 890 232 328 6,427 10 1,790 9,676 

 有明アーバンスポーツパーク 3,840 3,220 － － 70 － 7,130 

＊ 選手村 13,093 16,239 3,849 135,623 2,413 15,209 186,426 

目標値（再資源化等率） 99％以上 99％以上 99％以上 98％ 83％ － 99％ 

注1） 表中にオーバーレイ工事による廃棄物発生量は、含めていない。 

注2） 表中の目標値は、「東京都建設リサイクル推進計画」（平成28年４月 東京都）における東京都関連工事

の目標値を掲載している。なお、施設によって、他の目標指標を採用している場合もある。 

注3） 新国立競技場（オリンピックスタジアム）、海の森水上競技場、カヌー・スラロームセンター、馬事公

苑（仮設施設は除く。）、有明体操競技場、選手村の建設発生木材は木くず、建設泥土は建設汚泥で報告さ

れている。有明アリーナ、夢の島公園アーチェリー場、東京アクアティクスセンター、有明テニスの森、

選手村の建設木材は木くずで報告されている。武蔵野の森総合スポーツプラザ、大井ホッケー競技場の建

設泥土は建設汚泥で報告されている。 

出典：各競技会場等の「東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会実施段階環境影響評価書」をもとに作成 

各競技会場の「東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会 フォローアップ報告書（大会開催前）」をも

とに作成（＊の付いた競技会場） 
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表9.1.6-17 競技会場等の施設整備工事等に伴い発生する建設発生土 

品 目 

発生量 [m3] 

目標値 新設恒久会場 

整備 

既設施設会場 

整備 

仮設会場等 

整備 

建設発生土 973,699 127,788 431,541 99％以上 

注1）各整備の対象は、以下のとおりである。 

新設恒久会場整備：新国立競技場（オリンピックスタジアム）*、武蔵野の森総合スポーツプ

ラザ*、有明アリーナ*、大井ホッケー競技場*、海の森水上競技場*、カヌー・スラロ

ームセンター*、東京アクアティクスセンター* 

既設施設会場整備：日本武道館、馬事公苑、有明テニスの森* 

仮設会場等整備：有明体操競技場*、有明アーバンスポーツパーク、選手村* 

注2）表中の目標値は、「東京都建設リサイクル推進計画」（平成28年４月 東京都）における東京都

関連工事の目標値を掲載しており、以下の計算式による。なお、施設によって、他の目標指標を採

用している場合もある。 

（現場内利用量+工事間利用量＋適正に盛土された採石場跡地復旧等利用量） 

／建設発生土発生量 

出典：各競技会場等の「東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会実施段階環境影響評価書」をもとに

作成 

各競技会場の「東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会 フォローアップ報告書（大

会開催前）」をもとに作成（注釈で*の付いた競技会場） 

 

オーバーレイ工事においては、リース・レンタルの利用を基本とすることにより、競技会

場等の整備による建設廃棄物の発生そのものを抑制している。 

仮設施設の設置・撤去により、表9.1.6-18に示すとおりの廃棄物が発生するものと考えら

れるが、それぞれ対象品目ごとに「東京都建設リサイクル推進計画」（平成28年４月 東京

都）に基づく再資源化率の目標値（令和２年度）等に従い再資源化に努める。 

これらのことから、廃棄物の排出量の抑制が図られると予測する。 

表9.1.6-18 仮設施設の設置・撤去に伴い発生する廃棄物 

品目 再資源化等の手法 再資源化等の目標値 

建設廃棄物 － 99％ 

 アスファルト・コンクリート塊 再使用・再生利用 99％以上 

コンクリート塊 再使用・再生利用 99％以上 

建設発生木材 
再使用・再生利用・熱回収・焼却
による減量 

99％以上 

建設混合廃棄物 
再使用・再生利用・熱回収・焼却
による減量 

83％ 

建設発生土 
工事間利用・適正に盛土された採
石場跡地復旧等 

99％以上 
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イ．大会開催中 

大会で利用される資源については、インプット側（物品の調達）とアウトプット側の両面

で取組を進め、物品や再生資源の活用等により資源の使用量を減らした上で、3Rの徹底、廃

棄物の処理に伴い生じる熱やエネルギーの回収により、持続可能な資源利用をしていく。 

大会開催中の資源のインプット側については、「飲食材」「容器類」「オフィス用品」「レン

タル品」「購入物品」であり、これらは、食品ロス削減（食品廃棄物の発生抑制）、容器包装

等削減及びレンタル等活用による新規物品製造削減を行う。また、アウトプット側について

は、調達物品や食品廃棄物のリユース・リサイクル、競技会場等でのきめ細かな分別による

大会運営時の廃棄物のリユース・リサイクルを行う。 

廃棄物の品目別の排出推定量は、表9.1.6-19に示すとおりである。 
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表9.1.6-19 大会開催中の廃棄物の排出推定量 

単位:kg 

 

注：表中の値は、競技会場43カ所、選手村、IBC/MPCを対象とした2019年12月１日現在の推計である。 

出典：「持続可能性大会前報告書」（2020年４月 組織委員会） 

番
号

会場 所在地 ビン ⽸
ペットボト

ル
段ボール 新聞・パン

フ・ＯＡ⽤紙 ⾷品残渣 紙容器
プラスチッ

ク
弁当がら 可燃ごみ

燃えないご
み

合計 資源化合計 資源化率

1
オリンピックスタ
ジアム

都内 609 24,672 191,162 161,840 30,033 34,727 49,943 62,487 7,393 192,153 3,767 758,786 562,866 74.2%

2 東京体育館 都内 366 3,608 23,227 26,453 6,158 8,577 7,478 12,139 2,681 37,420 1,268 129,375 90,687 70.1%
3 国⽴代々⽊競技場 都内 132 5,758 30,515 38,986 7,707 11,332 12,006 15,673 3,156 44,563 805 170,633 125,265 73.4%
4 ⽇本武道館 都内 103 2,880 19,574 22,017 6,864 9,620 6,423 10,075 3,328 27,074 570 108,528 80,884 74.5%
5 札幌⼤通公園 地⽅ 12 235 7,852 3,630 2,646 4,160 878 2,428 1,756 4,625 91 28,313 23,597 83.3%

6
東京国際フォーラ
ム

都内 132 1,723 12,067 13,142 4,007 15,221 3,730 6,243 0 17,465 451 74,181 56,265 75.8%

7 国技館 都内 105 1,836 12,002 13,700 3,875 13,630 3,953 6,195 0 17,560 399 73,255 55,296 75.5%
8 ⾺事公苑 都内 314 1,975 30,147 16,286 5,157 7,231 4,268 8,485 2,589 25,571 1,004 103,027 76,452 74.2%

9
武蔵野の森総合ス
ポーツプラザ

都内
(多摩)

73 2,540 21,362 19,504 7,028 7,866 5,581 8,863 2,681 25,024 453 100,975 75,498 74.8%

10 東京スタジアム
都内
(多摩)

40 4,332 38,811 30,992 7,273 11,939 9,533 13,056 3,869 33,787 533 154,165 119,845 77.7%

11 武蔵野の森公園
都内
(多摩)

6 85 2,931 1,354 837 0 345 916 0 1,557 32 8,063 6,474 80.3%

12 有明アリーナ 都内 306 9,433 47,593 62,834 9,924 19,048 20,233 24,558 3,455 68,428 1,603 267,415 197,384 73.8%
13 有明体操競技場 都内 162 4,095 25,968 30,172 10,241 10,758 8,652 13,384 3,497 39,420 713 147,062 106,929 72.7%

14
有明アーバンス
ポーツパーク

都内 32 591 9,507 5,098 2,353 3,181 1,385 2,649 1,238 6,602 85 32,721 26,034 79.6%

15 有明テニスの森 都内 138 3,327 52,043 25,445 8,277 11,063 7,321 11,710 3,830 32,046 618 155,818 123,154 79.0%
16 お台場海浜公園 都内 26 583 11,660 5,864 3,825 4,515 1,465 3,405 1,823 8,285 99 41,550 33,166 79.8%
17 潮⾵公園 都内 152 4,247 48,540 29,256 5,969 8,536 8,882 12,061 2,421 34,940 759 155,763 120,064 77.1%

18
⻘海アーバンス
ポーツパーク

都内 70 2,637 32,989 19,291 5,139 7,728 5,755 8,418 2,608 22,509 432 107,576 84,635 78.7%

19
⼤井ホッケー競技
場

都内 112 3,798 32,435 26,190 5,266 8,598 8,020 10,907 2,600 30,217 655 128,798 97,926 76.0%

20
海の森クロスカン
トリーコース

都内 4 244 6,778 3,207 1,920 3,583 843 2,045 1,516 3,538 60 23,738 20,140 84.8%

21 海の森⽔上競技場 都内 241 2,681 38,705 21,453 8,474 8,810 5,732 10,511 3,064 31,944 814 132,429 99,671 75.3%

22
カヌー・スラロー
ムセンター

都内 24 593 11,156 5,307 2,513 3,937 1,436 2,844 1,462 6,584 94 35,950 29,272 81.4%

23
夢の島公園アー
チェリー場

都内 68 1,756 25,030 13,985 5,268 6,782 3,961 6,716 2,437 17,935 364 84,302 66,003 78.3%

24
東京アクアティク
スセンター

都内 450 7,657 44,305 53,608 15,372 14,001 15,355 22,886 3,830 73,679 1,619 252,762 177,464 70.2%

25
東京⾠⺒国際⽔泳
場

都内 172 1,793 12,529 13,747 5,586 4,364 3,631 6,504 1,381 21,666 550 71,923 49,707 69.1%

26
幕張メッセAホー
ル

地⽅ 110 3,515 32,134 26,703 5,649 27,316 8,379 17,911 0 28,371 587 150,675 103,806 68.9%

27
幕張メッセBホー
ル

地⽅ 91 2,551 15,684 18,467 4,432 18,345 5,531 12,433 0 21,752 479 99,765 65,101 65.3%

28
幕張メッセCホー
ル

地⽅ 62 1,272 6,861 8,618 1,621 5,298 2,621 5,838 0 10,633 281 43,105 26,353 61.1%

29
釣が先海岸サー
フィンビーチ

地⽅ 32 944 21,144 10,424 5,049 0 2,912 11,214 0 21,408 195 73,322 40,505 55.2%

30
さいたまスーパー
アリーナ

地⽅ 335 9,284 45,271 60,492 8,807 0 18,772 43,447 0 84,373 1,659 272,440 142,961 52.5%

31
陸上⾃衛隊朝霞訓
練場

地⽅ 83 865 12,085 7,753 4,185 0 1,577 7,061 0 16,717 230 50,556 26,548 52.5%

32
霞ヶ関カンツリー
倶楽部

地⽅ 32 1,994 27,047 15,349 5,214 0 4,500 12,858 0 25,457 305 92,756 54,136 58.4%

33
江の島ヨットハー
バー

地⽅ 44 583 10,831 5,529 3,147 0 1,395 5,265 0 12,028 229 39,051 21,529 55.1%

34 伊⾖ベロドローム 地⽅ 47 621 6,737 6,078 3,834 0 1,496 4,094 0 21,419 149 44,475 18,813 42.3%
35 伊⾖MTBコース 地⽅ 10 545 12,534 6,207 3,172 0 460 6,626 0 14,007 129 43,690 22,928 52.5%

36
富⼠スピードウェ
イ

地⽅ 28 1,411 13,926 10,785 2,748 0 3,260 7,211 0 24,330 212 63,911 32,158 50.3%

37 福島あづま球場 地⽅ 11 864 11,037 7,621 2,895 0 2,236 7,296 0 13,683 136 45,779 24,664 53.9%
38 横浜スタジアム 地⽅ 62 6,857 51,944 44,447 5,882 11,302 14,250 32,431 0 46,616 788 214,579 134,744 62.8%
39 札幌ドーム 地⽅ 5 2,095 20,430 15,714 3,743 0 4,874 13,267 0 23,789 275 84,192 46,861 55.7%
40 宮城スタジアム 地⽅ 6 2,484 24,205 18,676 4,323 0 5,807 15,722 0 28,080 313 99,616 55,501 55.7%

41
茨城カシマスタジ
アム

地⽅ 8 3,057 26,654 21,482 4,287 0 6,744 16,991 0 30,508 381 110,112 62,232 56.5%

42
埼⽟スタジアム
2002

地⽅ 8 4,831 41,298 33,595 5,831 0 10,707 26,415 0 46,443 560 169,688 96,270 56.7%

43
横浜国際総合競技
場

地⽅ 88 5,511 48,255 38,898 6,835 15,161 12,239 30,848 0 40,214 671 198,720 126,987 63.9%

44 選⼿村 都内 2,526 5,052 26,277 0 0 0 0 20,208 0 65,676 15,156 134,895 54,063 40.1%
45 選⼿村ダイニング 都内 5,052 15,483 76,137 58,572 19,182 309,042 133,326 111,963 0 97,620 4,506 830,883 728,757 87.7%
46 選⼿村MFC 都内 255 8,558 43,394 34,339 16,212 141,551 47,183 59,551 0 58,191 918 410,152 351,043 85.6%
47 選⼿村NOC/NPC 都内 347 722 3,711 4,288 722 0 0 3,569 0 8,564 570 22,493 13,359 59.4%
48 選⼿村4丁⽬ 都内 839 1,651 8,644 9,963 1,651 0 0 8,305 0 19,931 1,332 52,316 31,053 59.4%
49 IBC/MPC 都内 855 1,093 38,365 19,736 64,999 53,216 5,587 13,088 5,293 16,472 1,875 220,579 202,232 91.7%

14,785 174,922 1,413,493 1,147,097 356,132 820,438 490,665 778,770 67,908 1,600,874 49,774 6,914,858 4,987,282 72.1%
23区内 13,592 118,446 914,460 734,779 256,694 719,051 366,568 476,579 59,602 1,026,053 41,086 4,726,910 3,659,771 77.4%
多摩地域 119 6,957 63,104 51,850 15,138 19,805 15,459 22,835 6,550 60,368 1,018 263,203 201,817 76.7%
都内計 13,711 125,403 977,564 786,629 271,832 738,856 382,027 499,414 66,152 1,086,421 42,104 4,990,113 3,861,588 77.4%

1,074 49,519 435,929 360,468 84,300 81,582 108,638 279,356 1,756 514,453 7,670 1,924,745 1,125,694 58.5%

総計

都内会場

地⽅会場
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各会場等における廃棄物処理の方法等は、表9.1.6-20に示すとおりである。東京2020大会

では、使い捨てプラスチックの代わりに、紙製等の容器等を積極的に使用し、リサイクルに

取り組む。プラスチックごみについては、分別排出を確保し、都内の会場ではマテリアルリ

サイクルに取り組み、資源としてリサイクルする。分別種別及び分別排出の区分例は、表

9.1.6-21に示すとおりである。競技会場の一部ではごみ箱前に分別ナビゲーターを配置し、

観客が正しく分別できるよう、声がけや誘導を行う。これにより観客が自ら分別を行うこと

により、ごみ分別についての気づきの機会を提供する。また、東京2020大会公式ウェブサイ

ト等で、事前に分別に関する情報を発信する。 

なお、競技会場で発生する特徴的な廃棄物としては、馬術が行われる馬事公苑及び海の森

クロスカントリーコースにおける馬糞・馬房敷料、射撃が行われる陸上自衛隊朝霞訓練場に

おける空薬莢等が想定される。 

表9.1.6-20 各会場等における廃棄物処理の方法 

会場等 廃棄物処理の方法 

競技会場 ・プラスチック、ペットボトル、紙容器・紙コップ、缶、飲み残し、可燃ごみ

（食べ残し・ティッシュ・割りばし等）に分別する。 

・会場内のごみ箱には分かりやすいピクトグラムを掲示するとともに、競技会

場の一部ではごみ箱前に分別ナビゲーターを配置し、観客が正しく分別でき

るよう、声がけや誘導を行う。 

・分別された廃棄物は、会場内の集積場所に運搬する。 

・集積された廃棄物は、収集運搬業者が各品目ごとに廃棄物を回収し、会場

外に搬出する。 

・プラスチックについて、都内の会場ではマテリアルリサイクルに取り組み、

プラスチック原料として再資源化する。都外の会場では可能な限り焼却によ

る熱回収を進め、埋立処分は回避する。 

・ペットボトルについては、可能な限りペットボトルに再生する。 

・紙容器・紙コップについては、難再生紙リサイクル施設におけるリサイクル

に取り組み、トイレットペーパー等として再資源化する。 

 馬事公苑、海の森クロ

スカントリーコース 

・馬糞については臭いが拡散しないようにビニール袋に密閉し、焼却による熱

回収を行う。 

陸上自衛隊朝霞訓練場 ・空薬莢については、プラスチック、真鍮等金属に分別し、専門業者により資

源としてリサイクルする。 

選手村 ・廃棄物の分別等については競技会場と同様とする。 

・ダイニングから発生する食品廃棄物についてはリサイクルを行う。 

IBC/MPC ・廃棄物の分別等については競技会場と同様とする。 

ラストマイル ・都内会場におけるラストマイルの路上美化については、東京都が実施する。 

・都外会場におけるラストマイルの路上美化については、組織委員会が主体

となり実施する。 

出典1：「持続可能性大会前報告書」（2020年４月 組織委員会） 

出典2：各競技会場等の「東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会実施段階環境影響評価書」をもとに作成 

 

さらに、観客は1人1本のペットボトルの持込み（750ml/人）が可能であるため、再資源化

する品目としてはペットボトルが最も多い推計となっており、ペットボトル容器については

可能な限りペットボトルに再生する。同様に、調理スペース等バックヤードからの排出のみ

となるビンやカンについても、再資源化を行う。 



9.1 全体計画 9.1.6 廃棄物 

- 366 - 

表9.1.6-21 分別種別及び分別排出の区分例（2019年12月１日時点） 

 

注）標準的な分別種別例であり、実際には会場ごとの条件や排出見込みを勘案して精査する。 

出典：「持続可能性大会前報告書」（2020年４月 組織委員会） 
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また、大会開催中は、表9.1.6-22に示すとおり、競技会場内での容器包装やレジ袋等の廃

プラスチックの削減に向けた取組を行う。なお、プラスチックごみについては、分別排出を

確保し、そのうえで都内の会場においてはマテリアルリサイクルに取り組み、再資源化する。

マテリアルリサイクルでは、リサイクル施設において、破砕、洗浄され、ポリエチレン、ポ

リプロピレン等のプラスチック材料毎に自動選別された上で、再生プラスチック製品に再資

源化する。都外の会場においても、可能な限り焼却による熱回収を進め、埋立処分は回避す

る。 

これらのことから、廃棄物の排出量の抑制が図られると予測する。 

表9.1.6-22 大会開催中における廃プラスチックの削減に向けた取組 

場 所 取組概要 備 考 

競技会場 ＜観客への食事の提供＞ 
・紙類の容器を使用する。 
・紙製容器等も、使用後はリサイクルを計画する。 

難再生紙リサイクル
施設におけるリサイ
クルに取り組む。 

オフィシャル
ショップ 

＜レジ袋削減＞ 
・リユース可能な不織布のショッピングバッグを活用する。 
・リサイクル可能な紙袋を利用する。 

 

選手村 ＜飲食提供＞ 
・可能な限りのリユース食器を導入する。 
・リユース食器の使用ができない場合も、紙製等の食器を使用し、

使用後はリサイクルする。 

難再生紙リサイクル
施設におけるリサイ
クルに取り組む。 

出典：「持続可能性大会前報告書」（2020年４月 組織委員会） 

 

ウ．大会開催後 

大会開催後に撤去する仮設施設は、撤去時の廃棄物排出量の削減を念頭に可能な限りレン

タル・リースによる調達を進めている。また、選手村のビレッジプラザは、後利用のしやす

さを考慮した木造の仮設建築物として計画することにより、全国の自治体から無償で借り受

けた木材を使用してビレッジプラザを建設し、大会後に解体された木材を自治体の公共施設

等でレガシーとして活用を図ることにより廃棄物の発生抑制となる取組を進めている。 

これらのことから、廃棄物の排出量の抑制が図られると予測する。 
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(3) ミティゲーション 

1) 大会開催前 

ア．リデュース 

・東京 2020 大会では、会場計画全体の見直しにより、既存施設を最大限に活用し、恒久

会場の建設を抑制している。 

・仮設施設は可能な限り大会終了後も資材などが再利用可能な構造とする。 

・仮設施設は大会後に撤去する設備や物品が大量に発生するため、可能な限りレンタル・

リースによる調達を進め、撤去時の廃棄物排出量の削減を図る。 

・選手村に整備するビレッジプラザでは、「日本の木材活用リレー ～みんなで作る選手

村ビレッジプラザ～」プロジェクトとして、以下に示すように木材等の再生可能な資源

の利用に取り組む。 

－組織委員会は、プロジェクト参加自治体から、木材を借用する。 

－組織委員会は、借用した木材を使用して選手村ビレッジプラザを建築する。大会後に

は選手村ビレッジプラザを解体し、地方自治体に木材を返却する。 

－大会後に解体された木材を各自治体の公共施設等でレガシーとして活用する。 

・建設廃棄物の発生量を低減するような施工計画を検討し、施工業者に遵守させる。 

・コンクリート型枠材については、非木材系型枠の採用や部材のプレハブ化等により木材

系型枠材の使用量を低減する。 

・混合廃棄物については、可能な限りの分別を行い、混合廃棄物としての排出量を減らす

よう努力する（写真 9.1.6-1 参照）。 

・資材梱包の簡易化を図り廃棄物の縮減を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（東京都撮影） 

写真9.1.6-1 ごみの分別収集（有明アリーナの状況） 

 

イ．リユース 

・建設廃棄物は、「東京都建設リサイクルガイドライン」等に基づき、発生量の削減、現

場内での分別、再利用等により、工事現場外への搬出の抑制に努める。 

・施設整備工事における掘削工事等に伴い発生する建設発生土は現場内利用を基本とする

が、場外搬出を行う場合は、受入基準を設定している受入機関を選定し、その受入機関

の受入基準への適合を確認した上で、建設発生土受入地における有効利用量を確認して

搬出を行う。 

・仮設材（山留め、覆工板等）はリース品を採用し廃棄物の縮減を図る。 
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・調達物品については、後利用の確保を図る。 

 

ウ．リサイクル 

・伐採樹木については、中間処理施設へ搬出し、チップ化によるマテリアルリサイクルや、

ペレット等の木質バイオマス燃料によるサーマルリサイクルとして利用している。 

・工事の実施に当たっては、「東京都建設リサイクル推進計画」（平成 28 年４月）等の目

標値も踏まえ、再資源化率のより一層の向上に努めている。 

・施設整備に当たっては、「東京都資源循環・廃棄物処理計画」も踏まえ、リサイクル材

料を積極的に使用する。 

・砕石類の利用に当たっては、「東京都建設リサイクル推進計画」の目標値（東京都関連

工事）を念頭に、再生砕石を利用する。 

・資材の搬入、副産物の搬出に当たっては、あらかじめ再生資源利用計画書及び再生資源

利用促進計画書を作成し、実施状況は、再生資源利用実施書及び再生資源利用促進実施

書にて記録・保存を行う。 

 

エ．適正処理・処分 

・再利用できないものは、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、運搬・処分

の許可を得た業者に委託して処理・処分を行い、その状況はマニフェストにより確認す

る。アスベストについても、「建築物の解体等に係る石綿飛散防止対策マニュアル」（環

境省 2014 年 6 月）等に基づく対応を行い、他の廃棄物と区分した保管・収集・運搬、

中間処理及び処分等、適切な対策を行う。 

 

オ．会場整備における持続可能性モニタリング 

・仮設会場等・オーバーレイの整備に当たっては、持続可能性リスクを可能な限り回避・

低減するため、その実施状況のモニタリングを行う。 

・具体的には、3R の実現・廃棄物の削減の視点から配慮事項の実施状況を確認する。 

 

2) 大会開催中 

ア．競技会場等 

・調達物品は、レンタル・リースや買戻し特約付売買契約による購入を優先し、再使用・

転売、譲渡等により、物品の再使用・再生利用率を高める。 

・運営時廃棄物の再使用・再生利用率として 65％(エネルギー回収は含まない)を目指す。 

・廃棄物の再使用及び再生利用の推進のため、海外からの観客にも分かりやすい統一デザ

イン（色・ピクトグラム等）化した分別ボックスを設置し、分別精度の向上を図る。 

・食品廃棄物の抑制のため、食べきれる量を考慮して料理の給仕量を調節する「ポーショ

ンコントロール」や食器のサイズを考慮する等を推進する。 

・飲食提供を受託する事業者に対しては、飲食提供対象者数、競技日程等を用い、ICT 技

術も活用して飲食提供数の予測に最大限取り組む。 

・食品廃棄物の発生抑制のため、食品廃棄物の計量と見える化に可能な限り取り組む。 

・選手村における食品残渣、売店の弁当の売れ残り等やむなく発生した食品ロスについて

は有効活用に取り組み、食品廃棄物はリサイクルを行う。 

・食器の選択に当たっては、実現すべき飲食提供の形態と食器材質ごとの特徴、食器の種
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類ごとに必要となる施設条件（洗浄・保管のスペース、光熱水量等）を踏まえる等、諸

課題を考慮し、リユース食器の利用に可能な限り取り組む。 

・リユース食器が利用できない場合であっても、再資源化が可能な素材（紙製等）の使用

等、リユースに相当するような持続可能性への取組を追求する。 

・紙ごみは、再生紙として生まれ変わるよう、難再生紙リサイクル施設におけるリサイク

ルに取り組む。 

・プラスチックごみについては、分別排出を確保し、都内の会場において、組織委員会と

東京都が連携し、マテリアルリサイクルに取り組む。 

・オフィシャルショップでは、リユース可能な不織布のショッピングバッグやリサイクル

可能な紙袋を利用することにより、レジ袋を削減する予定である。 

 

イ．ラストマイル 

・スタッフ等によるラストマイル周辺の路上美化に努める。 

・オリンピックとパラリンピックで転換不要な装飾を使用する。 

 

3) 大会開催後 

ア．リデュース 

・建設廃棄物の発生量を低減するような施工計画を検討し、施工業者に遵守させる。 

 

イ．リユース 

・建設廃棄物は、「東京都建設リサイクルガイドライン」等に基づき、発生量の削減、現

場内での分別、再利用等により、工事現場外への搬出の抑制に努める。 

・仮設材（覆工板等）はリース品を採用し廃棄物の縮減を図る。 

・「大会開催前」で示したとおり、選手村に整備するビレッジプラザでは、解体された木

材を各自治体の公共施設等でレガシーとして活用し、廃棄物の縮減を図る。 

 

ウ．リサイクル 

・建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律(平成 12 年法律第 104 号)に基づく特定

建設資材廃棄物については現場内で分別解体を行い、再資源化を行う。 

 

エ．適正処理・処分 

・再利用できないものは、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、運搬・処分

の許可を得た業者に委託して処理・処分を行い、その状況はマニフェストにより確認す

る。 
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(4) 評価 

1) 評価の指標 

評価の指標は、3R（リデュース・リユース・リサイクル）への配慮が事業者の実施可能な範

囲で最大限行われることとした。なお、運営時廃棄物は、再使用・再生利用率 65％目標を目指

し、再資源化の取組が最大限行われることとした。 

 

2) 評価の結果 

ア．大会開催前 

東京2020大会では、会場計画全体の見直しにより、既存施設を最大限に活用し、恒久会場

の建設を抑制するとともに、オーバーレイの整備においてはリース・レンタルの利用を基本

とすることにより、競技会場等の整備による建設廃棄物の発生そのものを抑制している。 

また、競技会場等の整備に当たっては、「東京都建設リサイクル推進計画」や「東京都建

設リサイクルガイドライン」等に基づき建設廃棄物の3R（リデュース・リユース・リサイク

ル）の取組を実施している。 

以上のように、大会開催前においては、競技会場等の整備に伴う建設廃棄物に伴う廃棄物

の3Rの取組を東京都及び組織委員会が連携して取り組む計画となっていることから、3Rへの

配慮が事業者の実施可能な範囲で最大限行われるものと考える。 

 

イ．大会開催中 

大会で利用される資源については、インプット側（物品の調達）とアウトプット側の両面

で取組を進め、物品や再生資源の活用等により資源の使用量を減らした上で、3Rの徹底、廃

棄物の処理に伴い生じる熱やエネルギーの回収により、持続可能な資源利用をしていく。 

資源のインプット側については、食品ロス削減（食品廃棄物の発生抑制）、容器包装等削

減及びレンタル等活用による新規物品製造削減を行う。また、アウトプット側については、

調達物品や食品廃棄物のリユース・リサイクル、競技会場等でのきめ細かな分別による大会

運営時の廃棄物のリユース・リサイクルを行う。分別については、分別ナビゲーターを配置

する等、観客が自ら分別を行うことにより、ごみ分別についての気づきの機会を提供する。

また、東京2020大会公式ウェブサイト等で、事前に分別に関する情報を発信する。 

さらに、レジ袋等の廃プラスチックの削減に向けた取組として、オフィシャルショップで

は不織布のショッピングバッグの活用、紙袋の利用を行う。 

以上のように、大会開催中のインプット側及びアウトプット側の両面において持続可能な

資源利用が図られるような取組を行うほか、近年大きな課題となっているプラスチックの処

理や海洋プラスチック汚染についても東京都と組織委員会が連携して取り組む計画となっ

ていることから、大会開催中の廃棄物の3Rへの配慮が事業者の実施可能な範囲で最大限行わ

れるものと考える。 

 

ウ．大会開催後 

大会開催後に撤去する仮設施設は、撤去時の廃棄物排出量の削減を念頭に可能な限りレン

タル・リースによる調達を進めている。また、選手村のビレッジプラザは、後利用のしやす

さを考慮した木造の仮設建築物として計画することにより、全国の自治体から無償で借り受

けた木材を使用してビレッジプラザを建設し、大会後に解体された木材を自治体の公共施設

等でレガシーとして活用を図ることにより廃棄物の発生抑制となる取組を進めている。 
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以上のように、大会開催後の施設等の撤去時において、廃棄物が極力発生しない取組に加

え、資材等のリサイクルが図られるような取組を東京都と組織委員会が連携して取り組む計

画となっていることから、3Rへの配慮が事業者の実施可能な範囲で最大限行われるものと考

える。 

 

 


